
事業名 母子保健対策強化事業 レビュー番号 新22-0033 担当部局・課室 子ども家庭局 母子保健課

課題

○ 株式会社ベネッセコーポレーション「たまひよ」アンケート調査によ
れば、新型コロナウイルス感染症の影響により、両親学級等が中
止され情報不足に不安を感じている妊婦が61％となっている。新
型コロナウイルス感染症の影響が続く中、妊婦に必要な情報が提
供されるよう、オンラインによる両親学級の開催や相談支援が必
要。

○ 子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について(第16次
報告)によれば、心中以外の虐待死事例の養育環境について、
地域社会との接触が「ほとんど無い」の有効割合が41.4％であり、
心中以外の虐待死事例の累計（第２次～第16次）では、「ほ
とんど無い」が179 例（有効割合39.3％）と最も多く、「乏しい」
123 例（有効割合27.0％）と合わせると、有効割合の６割以
上を占めていることから、養育者の社会的な孤立は虐待のリスクが
高まる一因とされている。

○ 孤立化しやすい若年妊婦などが行政機関にアクセスしやすいよ
う、SNSなどを活用した相談支援が必要。

現状分析

○ 株式会社ベネッセコーポレーション「たまひよ」ア
ンケート調査によれば、コロナ禍で妊娠・出産し
た妊産婦のうち、両親学級について、予定通り
参加できた妊産婦は19％、オンラインで参加し
た妊産婦は１％、参加できなかった妊産婦は
54％となっており、妊産婦やその家族が必要な
知識を学ぶ機会がなくなっていることが指摘され
ている。

令和４年度
予算案額
526百万円

【インプット】

① 両親学級のオン
ライン実施やSNS
等を活用したアクセ
スしやすい相談支
援の実施等に必要
な費用の補助

① 事業を活用した自治体数

令和４年度：174自治体

① 妊婦における両親学級
等への参加割合

令和４年度：50％

② 妊産婦における相談支
援の利用割合

令和４年度：90％

① 妊婦に対する保健指
導の実施割合

令和10年度：100％

② 児童虐待により死亡し
た子どものうち妊婦健診
未受診の事例数（心
中以外）

令和10年度：0件

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】

安心して
妊娠・出
産・子育
てをできる
よう、地域
における切
れ目ない
支援体制
を構築す
る。

事業概要
☑新規 □既存 □モデル □大幅見直し】

○ 地域における母子保健対策の強化を図
るため、
・ 両親学級のオンライン実施
・ SNS等を活用したアクセスしやすい相
談支援の実施

等に必要な費用を補助する。

＜実施主体＞
市町村

＜補助率＞
国1/2、市町村1/2

【長期アウトカムに関連する事業】

・ 妊婦訪問支援事業

② 地域における母
子保健対策の取組
事例の作成

② 取組事例の作成件数

令和４年度：17件

③ 横展開を実施した自治体数

令和５年度：1,741自治体

令和５年度
③ 効果的な周知
方法や、必要とさ
れる支援などの好
事例を横展開

好事例の横展開に
より、令和５年度以
降、短期アウトカムの
さらなる改善に寄与


